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　　変動製造間接費差異分析に つ い て
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＊

〈 論文要旨〉

　変動製造間接費の 原価 差異分析 を お こ な う場 合，従来の 方法 で は
， 総差異 を単に能率

差異 ， 予算差異 に 区分す る に と どま っ て い る ．こ れ は
， 製造部 門活動量 に対 し て 変動原

価が 線形的 に変化す る こ とを仮定 し
，

か つ 暗黙 的に 補助部門活動量 と製造部門活動量 も

また線形的 に変化す る こ とを仮定 し て い る た め で ある ． しか し
，

こ れ らの 仮定が 満 た さ

れ無い 場 合，例 えば，補助部門の 不能率に よ っ て 補助部門 に投入 され た原価 要素が 無駄

に消費され る とそ の 浪費額が予 算差異 に含まれ ，従来 の 方法は誤 っ た 原価情報 を与 える

こ と に なる ．

　そ こ で
， 本論文で は補助部 門相互 間に用役 の 授受が 無 い 場合に つ い て ，製造部 門か ら

補助部門 に い た る複数の 活動量 を考慮 した，変動製造 間接 費差異分析の 方法 を提案す る

もの で ある．

　本論文 で は，以下の 3 モ デ ル に つ い て 差異分析法 を提案する ．

モ デ ル 1　製造 部 門 に投 入 され た変動製 造 間接費要素 と製造 部門活動量お よび製品生 産

量 との 関係で差 異分 析 を試 み る モ デ ル ．

モ デ ル 2　1補助部門 と 1製造部門が 存在す る場合に つ い て，補助部門に投人 され た変動

製造間接 費要素 と補助部 門活動量，製造部門活動量 お よび製 品生産量 と の 関係で 差異分

析 を試み る モ デ ル ．

モ デ ル 3　 1 か ら m まで の m 補助部 門 と 1 か ら n まで の n 製造部門が存 在す る場 合 に つ

い て ，補助部門 に投 入 され た変動製造 間接費要素 と補助部 門活動量 ， 補助部 門か ら製造

部門へ 提供 され る用役 の 提供比率，製造部 門活動 量お よび 製品生 産量 と の 関係で 差異分

析 を試み る モ デ ル ．

　こ れ ら の モ デ ル に よ っ て 示 され た 変動製造 間接 費差 異分析法 に よ っ て
， 原価管理 に 有

用 な情報が得 られ る こ とを示 した ．

〈 キ ーワ ー ド〉
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1．． は じめに

　製造 間接費 は 現実 に は複 雑 な関数 に よ りあ らわ され る に もか か わ らず ， 標準 原価計 算 に

よ る原価統制方 式で あ る製 造間接費差異分析 で は ，従来 は単に単純な線形性 を仮定 して 予

算差異 ， 能率差異お よび操業度差 異 に 区分す る方法に とど ま っ て い る． したが っ て ，
こ こ

で 変動製造間接 費差 異分析 に つ い て 議論 を限定す る な らば
， 従 来の 方法で は 製造部門の 活

動量 （操 業度 ）と して は単純 に直接 作業時 間や機械運 転 時間 が と られ て い る にす ぎず，そ

れ らの 差 異の 中 に は活 動量 に対す る補助部 門投入 材料 の 消 費能率差異や 投入要素価格差異

な どが混在 して い る が ， 必 ず しも差異発 生原 因別 に 原価差異 を識別 して る とは い えない ．

また
， 部門別変動製造間接 費 は各部 門の 製造部 門変動 固有費 と関連諸部 門変動費か らの 配

賦 額の 和 との 合計か らな っ て い るか ら ， 各補助部 門か ら各製造部 門に提供 され る用役の 消

費能率等の 諸 要因 の 変化か ら生ず る 差異 を把握す る必 要が あ る ．その ため に
， 補助部門か

ら製造 部 門に 用役が 提供 され
， 良品お よび仕損 品が 産 出 され る過程 を正 確 に 跡づ け る こ と

に よ っ て
， 原 因別 の 差異 を求め る方 法が必 要 とな る で あ ろ う．

　 標準 原価計 算 に お ける 製造 間接費差異分析 の 伝 統的方法 は，簡便で は ある が ど ちらか と

い えば粗略で あ る とい える． こ れ まで に ， 変動直接材料費の 差異分析に つ い て は片岡 ［2］，

変動直接労務費の 差異分析 に つ い て は
， 片岡 ， 今林 ［4］に よ っ て 原 因別差異 分析が 提案

され て きて い る ． また
， 配賦 は因果関係配賦 と合 目的的配賦 の 2 つ に 大 き く分類 され て い

る （片 岡 ［1】）．因果 関係 配 賦 は
， 財 貨用 役の 流 れ の 因果 関係 を物量 に よ り測 定 しそ の 比 率

で 配賦 す る 方法 を い い
， 投入量 と産 出量 の 因果関係 を重視す る た め

， 変動費が その 対 象 と

な る ．一
方 ， 合 目的的配賦 は ，投入量 と産出量 に 因果関係 の 無 い 原価 を 目的適合的 な い し

政策的にい か に製品に負担 させ る方法で あ り，固定費が そ の 対象で ある ．変動製造間接費

差異分析に お い て も因果関係配賦 を前提 と して 財貨 と用役の 流れ を正確に跡づ け る方法 を

用 い る こ とが で きる．

　 そ こで ，本論文 で は補助 部 門相互 間の 用役の 授 受が 無い 場合 の 変動製造 間接費差異 分析

に つ い て
， 各部 門 別 ， か つ 差異発生 原因別 に原価 差異 を識別 す る方法 を提案す る こ とを目

的 とする ．

　本論文の 構成は 以下の とお りで ある ．第 2 節で は製造間接費差異分析の 従来の 方法 とそ

の 問題点 を示 し
， 第 3 節で は提案す る 差異 分析方法 を説 明す る た め に用 い る 3モ デ ル を提

示 し，第 4 節か ら第 6 節 で は 各モ デ ル に 対す る具体 的 な差異分析方法 を提案 し
，

か つ モ デ

ル の 概 要 を示 した 各図 の 数値 に も とづ き差異 分析 の 計算例 を示 す ．第 7 節 は ま とめ で あ

る ．
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補助 部門 で 柑 互 に 用役授 受 が無 い 場 合 の 変動製 造 間擾 費差 異分析 につ い て

2． 変 動製造間 接 費差 異分 析の 従来の 方法 とその 問題点

本節で は
， 変動製造間接 費差異分析の 従来 の 方法の 問題点 を検討 す る ．

V

Va

Vs

  ：変動費予算差異

  ：変動費能率差異

 

 

　　　　　　　　　　 o 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h

　　　　　　　　　　　　　　　　　 hs　　ha

　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 図 1　従来の 差異 分析

　従来の 方法で は
， 図 1の よ うに 横軸 に製造部門活動量 ， 縦軸に変動原価 を とる と

， 変動

製造間接費は，能率差異  と予算差異  に 分 離され る． その 問題点は
， 補助材料費 を例 に

と っ て 片 岡 ［1］ に 示 され て い る とお り ， 補助 材料費が 本来 的 には 材料消費量基準 に よ っ

て
， 価 格差異 と数量差異 に 差異分析 され る べ きと こ ろ を ， 他 の 製造 間接費を

一・−t
括 して 直接

作業時 間 （もし くは 機械 運 転時 間） あた りの 配 賦 率で 配賦 され，予 算差異 と能率差 異 に 分

解 され る こ とで あ る ．片 岡 ［2］で は
， 補助材料 費 に つ い て

， 価格 差異 と予算差 異が 一
致

す る の は
， 直接作業時間 （もし くは 機械運転時間） と生 産数量が 正比例する場合の み で あ

り，そ の 仮定 が 満た され な い 場合 は原価管理上 の 意味 は少 な い と して い る ．

　横 軸 に製造 部 門 活動量 （直接作業時間，機械 運 転時間等）を と り変動製造 間接 費 の 差異

分析 をお こ な う伝統 的方法 で は
， まず，補助部門 活動量 と製造部門活動量の 関係 を明 らか

に す る こ と を怠 っ て い る ． その こ と を数値例 に よ っ て 示 そ う．

　変動費の 標準は以 下 の よ うに与 え られ る ，以 下の 数値例で は，用水部 門は外部購入 し た

電力 に よ っ て揚水 ポ ン プに よ っ て 井戸 水を汲み 上 げ，製造部門 に送 っ て い る．

　　 （物量 に つ い て ）

機械運転時 間標準 （h／Q）

用水消費量 標準 （q／Q）

補助 部門用 役産出能率標準 （λ）

補助 部門 電力消費量標準 （U ）

（原価 に つ い て ）

補助部門電力消費価格標 準 （p）

1　　 h／個

O．Ol　 kV 個

1　　 h／kl

O．5　 kwh ／h

200 　 円 ／kwh
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補助部 門消費電力費標準（U ）

　　　　200　（円塩 wh ）XO ．5（kwh ／h）＝

補助部門 （用水部 門）か ら製造部 門へ

　　　 　　　送 られ る 用水振 替原価

用水費標準

100 円 th

100 円／kl

　 1 円／個

　こ こ で ， 補助 部 門 変動費の 要素 は
， 電 力費の み で あ る とす る ．次 に実際値 が次 の よ う

に あ らわ され る ．

　　 （物量 に つ い て）

製品生 産数量 （Q 。 ）

製造部 門実際活動量 （h）

製造 部 門実際 用 水消費量 （y）

補助部 門用役実際投入 能率 （ε）

補助部門実際活動量 （h）

補助部 門用役実際産 出能率 （λ）

（原価 に つ い て ）

標準 原価

補助 部門実 際消費電力価格 （p）

補助 部門実際消費電力費 （Cs ）

100

100

1

0．8

100

1

個

h

kl

kwh ／h

h

h／kl

（補助 部門 で 用水 1 （kD を汲 み 上 げ る た め の 標準 ）

　　　 　　　　 　　　　　 　　 200 　　円／kwh

　　　200 （円 血 wh ）× 0．8 （kwh ／h）× 1 （h／kl）× 1（kl）＝ 160　 （円）

　 こ の 例 に お ける差異 を従来説 に よ っ て 求 め る と以 下 の よ うに なる．

　　総差異　用水費実 際原価 一用水原価標準 × 生 産量 ＝ 160 − 1 × 100 ＝ 60 円　（不利 ）

　　変動 製造間接 費予 算差異　60　円 （不 利）

　　変動 製造間接 費能率差異　　0　円

　数値例 に あ る よ うに
， 標準 に対 して 実際で は

， 補助部 門揚 水 ポ ン プ の 不 具合 に よ っ て
，

ポ ン プの 単 位運 転時 問あ た りの 水 の 消 費量 が 増 加 して い る ． しか し，従 来の 方法で は，

こ の 差異 は
， 予算 差異 に 含 まれ て しまう． また

， 補助部 門変動 固 有費の 標 準原価 と実際

原価 の 中に も，固有費 に 含ま れ る個 々 の 原価要素 に つ い て の 価 格差 異 ， 数 量差異 が混在

して い る ．

　片 岡 ［1］に お い て も述べ られ て い る よ うに ， 補助部門 原 価要素投入量 ， 補助 部門活動

量 ，製造 部 門活動 量 ，生 産 数量 の 間 に 線形 性 の 仮 定が 成 り立 つ と き以 外 は
， 予算差 異 と

能率差異の み に よ る差 異分析が 意味 をな さな い こ ととな る ．
．

　 また
， 製 品数量 と製造部 門活動量 の 間 に線形性 の 仮定が 満た され て い る場合で も，能
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率差異 の 中に
， 製造 部門が 標準 よ り多 くの 用役 提供 を要求 した こ とに 起 因す る 部分 と，補

助部 門が製造部 門要求量 以 上 の 用役 を無駄 に提 供 した こ とに 起因す る部分が 混在 して しま

うと い うよ うに ，性 質の 異 な る原 因 に よる差異が 一
つ の 差 異 に よ っ て あ らわ され る．

　以 ．ヒの よ うに
， 伝統 的方法 で は

，
生 産活動 に おけ る 用役 の 無駄 な消費を予算 差異 もし く

能率差異 で あ らわ して も原価統制 に有用 な情報 を得 る こ とは 困難で あ ろ う．そ こ で
， 補助

部門 間相互 の 用 役提供量 ， 補助部 門 か ら製造部門 へ の 用役提 供量 ， 製造 部門活動 量 と生産

数量 の 3段 階 に つ い て ，変動 製造 間接 費差異 分析 の 方法 の 検討 をお こ な う必要が あ ろ う．

3． 変 動 製造 間 接 費差 異分 析 法 モ デ ル の 構 築

　本論文で は ，3 つ の モ デ ル を用 い て 新 しい 差 異分析 方法 を提案す る ．

　以 下 の 3 つ の モ デ ル で は
， 製 造部 門 もし くは補 助部 門に 投 入 され る 多 くの 変動 原価 要素

の うち，
一

つ の 変動原 価 要素 に 着 目 し，そ の 各々 に つ い て 各活動量 （総 生 産量 Q 。 ，製 造

部門機械運 転時 間 h） との 関係 で 差異分析 を進 め て い く． なお ， 各モ デ ル で は
， あ る 部 門

に投入 され る原価要素 は 1種類 で ある と仮定す る が ，

一
般式 を しめす式 （1）か ら式 （20）に

お い て は複数 の 原価要素の 種類 を示す添字 iを付 して 分析 を進 め る．

　な お ， 本論 文で 用 い られ る 変数 に 添字 s を加 えた場合 は そ の 値 が標 準値で あ る こ と を示

し，
a を加 えた場 合は実 際値 で あ る こ とを示す ．

告 1亅 」1
衣 口口

Q 。 s
冨Q 、、

＋ Qds
＝ LOOO＋ 100＝ 1，100

1 製造部門

j＝1

（活動 量 　hs ＝LlOO （時間））

変 動 製 造 問 接費投 人 要 素 i

価格 Pls × 数量 qls

ニ1，000 ・550

＝550，000

製品bQ

。 s
ニQG＋ Qds

＝ 1，000 ＋ 105＝ 1，105

I　　　　　　　
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　
1　
i　　．

製造部門

　　　j＝1
I　
I　
i　l　　　　　　　　　I

（活動量 　ha＝1，220 〔時 間）〕

変動製造 間 接費投 入 要素 i

価格 Pl
、

× 数量 ql
、

＝1．050 ・577

＝605，850

　　　　　　　　　　 図 2　モ デル 1 （左 図 は標 準，右図 は実際）

　モ デ ル 1 で は ，製造部門 に投入 さ れ る あ る
一

つ の 変動製造 間接費要素iと，製造部門活

動量 h お よび仕損 じ品数量 Qd を含 む総生 産数量 Q 。
との 関係 に着 目 した差異分析 方法 を
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提案 する ．

　図 2 に モ デ ル 1 の 概要お よび数値 例 を示 す ．図 2 の 左 図は 標準値 ， また右図 は 実 際値 の

変 数お よ び 数値例 をあ らわ して い る ，

　モ デ ル 2 で は
一

つ の 製造 部 門 と一
つ の 補助部 門が存在す る場合 を仮定する ．製造部門 に

投 入 され る 変動原価 要素 i
， 補助部 門用役量 y ，製造部門活動量 h お よ び仕損 じ品数量 QD

を含む総生産数量 に つ い て ，
モ デ ル 1 と同様 の 分析 をお こ な う方法 を提 案す る ．図 4 は標

準 に つ い て の 変数 と数値例 ， 図 5 は実際 に つ い て の 変数 と数値例 をあ らわ して い る ．

　モ デ ル 3 で は ， さ らに 複数 の 補助部 門 と複数の 製造部 門が存在す る場 合 を仮 定す る． 図

7 は標準に つ い て の 変数 と数値例 ， 図 8 は 実際 に つ い て の 変数 と数値例 をあ らわ して い る ．

こ の 場合 ， 変動固 有費の 製造部 門 へ の 配賦 方法 と し て は
， 補助 部門相互 の 用役 の 授受が 無

い 場合 を仮定す る の で
， 計算形式的 に は直接配賦 法 を用 い る こ と となる ．

4． 1製造部門モデル （モ デル 1）の 場合

　図 2 に示 され よ うに，モ デ ル 1 にお い て は 製造 部 門 に投 入 され た あ る
一

つ の 変動製造 間

接費原価 要素 （例 えば
， 製造部 門の 機械 に 用 い られ る 潤滑油 ）に つ い て

， 製造 部 門活動 量

（例 えば，機械運転時間 h ）お よ び 製造部門生 産数量 Q 。 （良品数量 QG ， 仕損品数量 QD ，

生産数量 Q 。
＝ QG＋ Qd ） との 関係 に着 目 して 差異分析 をおこ な う．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 v ，　　v、

9

曜

G9

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 h　　 h

　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 図 3　 モ デ ル 1 の 差異

　図 3 に 示 され る よ うに
， 活動量 と して 3 つ の 軸 （総生 産量 Q 。 ， 製造部 門活動 量 h

， 変動

製造 間接費要素投 入量 h ’

） を とる ．なお ， 図 3 に含 まれ る 4 つ の グ ラ フ の 値はす べ て 正 の
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補 助部 門で 相 互 に N 役授 受が 無 い 場 合 の 変動 製造 間接費 差異分 析 に つ い て

値 をとる ため
，

こ の よ うに 各 グ ラ フ の 座標軸 を結合す る こ とが 可 能で ある 、

　以下 の 説明で は 4 つ の グ ラ フ を便宜 的 に 「1 象限」〜 「IV象限」 と呼ぶ こ ととす る．通

常 は 第 1 象限 か ら反時計 回 りに 各象限の 名称 を つ けるが
， 本研 究で は後述す る モ デ ル 2 お

よ び モ デ ル 3 に お ける差 異分析 の 説 明 を明解 にす る た め に時計回 りに 各象限 名称 をつ け

る ．

　本 図で は ，図 3 に 示 され た 各変数の 標準値 と実際値 の 差 に よ っ て 生 じる 差異 に 展 開す る

方法 を，数値例 に もとづ きグ ラ フ に よ り示 した もの で あ る ，なお ，以下 の 3 モ デ ル と も、

数値は仮説例 で あ り，

一
般式 を示 した あ と

， 図 2
， 図 4

， 図 5
， 図 7 お よび 図 8 に 示 され た

各モ デ ル の 数値例 に よ っ て 各差異 の 計算 をお こ な っ て い る．図の 理 解 を容易にす る ため 差

異 は す べ て不利 差異 に な る よ うに数値例 が設定 され
， また 差異分析 方法 を示す図 （図 3 ，

図 6
， 図 9） もすべ て の 差異が 不利差異で あ る こ とを前提 と した作 図 と な っ て い る ．

　 1 象限に お い て ， 上方の 縦軸は 変動原価要素 iに つ い て の 変動製造間接費 Vi ， 右の 横軸

は総生産数量 Q 。 （＝ 良品生 産量 QG ＋ 不良 品生産量 Qd ）が 与え られる 。 よ っ て
，

こ の 象

限 の 点 （QG ，
Vi

， ）と原 点 を結 ぶ 直線の 傾 きに よ っ て 変動製造 間接費要素 iの 原価 標準 p 、、
が

あ らわ され る． R 象限 は 右 の 横 軸が あ らわ す総生産量 Q 。 と下 方の 軸が あ らわす製造部門

活動 量 hs か ら な る象限で あ り， 点 （Q 。 ，
h

， ）と原点 を結ぶ 直線 の 傾 き （Q 。
1hs ）に よ り製

造部門 の 産出能率 λ
、
をあ らわ す． 皿 象限で は下 方 の 軸 に 製造部門活動量 h が 示 され

， 左

の 横 軸 q ，
は製造部 門 に投 入 され るあ る変動製造 間接費要素 iの 投入 量 を示 し

， 点 （qi、 ，
h

、）

と原 点を結ぶ 直線の 傾 き ε 、 （＝ q　i、 ノh 、 ）は投入 能率をあ らわす． IV象限 にお い て は 上 の 縦軸

Q 。
は 1象限 と共通 ， 右 の横 軸製造部 門 に投 入 される ある 変動製造 間接費要素 iの 投 入量 が

示 され ， 点 （q、i。 ，
　Vi

。 ）と原点 を結ぶ 直線 の 傾 きは変動 製造 間接費 要素 iの 価格 Pi が しめ さ

れ る．な お
，

モ デ ル 1の 基本式は第 1式 に よ っ て あ らわ され る ．

V ，、
； Pi， ε

、s λ
， （QG＋ Qd， ）

・ ・・・・…
、鶚

・

論
・・・・

・・・ ・ ・・・… 55・・… 円 　 　 …

　 あ る製造部 門 へ 投入 され た製 造 間接 費要素 に つ い て の 原価標準が ，原 価要素投 入 価格，

投入 能率 ， 産 出能率 ， 良 品生 産量 ， 不 良品生 産量 に よ っ て あ らわ され て い る ．

　式 1 で しめ され た ，
モ デ ル 1 の 基 本式の うち ， 個 々 の 活動量が 標準値 と実際値 で 異 な っ

た こ とに よる差異 を しめす ， こ こ で は
， 良品生 産数量 を除 く全 て の 変数 を標準値で 置 い た

式 を もとに
， 漸次 ， 個々 の 活動量 をあ らわす変数 を実際値に置 き換え差異 を求め る方法を

とる ． こ の ため ， 混合差異 は 明示 されな い が ， 必要があ る場 合 は
， 基本式 の

一
つ の 変数 の

み を実 際値に置 き換 え純差異 を もとめ
， 残差 を混合差異 に再 差異分析す る 方法 も可 能で あ
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る ．以下 に 各差異 の 定義式 お よび その 意義 に つ い て 述べ る ．な お ，変flt　D ，．i　k は ，原 価要素

iの モ デ ル jに お け る k 番 目の 差異 とい う意味で あ る ，

　本論文 で は ，以下 の 差異 を表わ す す べ て の 式 に お い て ， 実際値 マ イナ ス 標準値 に よ り差

異 を表 わ すた め
， 不利差異の 場合 ， 式 の 値 は正 とな る ．

  製造部門仕損 じ差異

D
、11

＝ P 」、
Ei

、
λ、 （QG ＋ Qda）− Pi ，

ε ， 、
　X 。 （QG ＋ Qda）

＝ Pi 、
ε 」，

λ
。 （Qd。

− Qd， ）

・ ・
・
・・…

、
，
lll・（、斎1害。。、

・
… 5 − ・・… 2 ・… 円 　 　 　 …

　図 2 の W 象限の   の 大 き さに 表 され る の が製造部 門仕損 じ差異で ある ． こ の 差異 は 1象

限の 右 の 横 軸 に 表 され る 良品生 産量 QG に 対 して 仕損 じ品数量 Q ． が 標準 で 期 待 され る 数

量 を越 えた部分 に つ い て の 差 異をあ らわ して い る．

  製造 部門作業速度差異

D ，、2 ＝ Pis ε 、． （λ。

一λ
， ）（Qc ＋ Qd 。 ）

・ ・
・
・… 認 ｛、、，

。灘 。5、
一

、、諾 。。、1・・・
・・・… 5・・ 57

・
… 円 …

　1▽象限 の   の 大 きさに 表 され る の が 製造部 門作 業速 度差異で あ る． こ の 差異 は H 象限で

表 され る 製品総 生 産量
一

単 位当 た りの 直接作業時 間 λ（製造部 門産 出能率）が 標準値 と実

際値が 異 なる こ とに よ り生 じた 差異 をあ ら わ して い る ．

  製造部 門投 入 要素能率差 異

D 、、3 ＝ Pi 、 （ε ボ ε iα ）λ 。 （QG ＋ Qd 。 ）

・ ・・… ｛蕩 一
、lll｝、。諸1。5 ・・・・・・… 5… 5

・
… 円 　 …

　IV象限の   の 大 きさに表 され る の が製造部 門投 入要素能率差異で あ る ． こ の 差異 は 皿象

限で 表 され る直接作業時 間
一

単位時 間当た りの 製造間接 費投 入要素投 入量 ε （製造部 門投

入能率）が標準値 と実際値が 異 なる こ とに よ り生 じた差異 をあ らわ して い る．

  製造部 門投 入要素価格差異

Di 、4 ＝ （Pi 。
　
− Pis ） ε

、 、
λ

。 （Q σ ＋ Q 血 ）

　　・ ・・・
… 一・働 ・・

、il，1：9−19・、、鞴讐、。。，
・ （・・

・・・ ・ ・・・・・ … 25 ・ ・ 　 …

　 IV象 限の   の 大 きさに表 され るの が製 造部 門投 入 要 素価格差異で あ る． こ の 差異 は W 象

限で 表 され る製造 間接費投 入要素 の 価格 の 標準値 と実際値が異 なる こ とに よ り生 じた差異

をあ らわ して い る ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 補助部 門 で 相彑 に 用 役授 受が 無 い 場合 の 変動製造 間接 費差 異 分析 に つ い て

5． 1製造部門 1補助部門モデル （モデル 2）の 場合

　 　 　 　 　 　 製凸III　　 　　　　 　　　　 　　　 　　　　 　　　 　　　　 　　 製品

　 　 　 　 　 　 Q 。 s
・Q、．・Qds 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Q・凶 ・．÷Qda

　 　 　 　 　 　 　 ＝1、000 ＋ 100＝1，100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝1．bDO ＋ IO5＝L105

　 　 　 製造 部 門

　 　 　 　 1＝1　 　 　 　 　 　 　 　 …

　 　 　 活 動量 　hs＝1Joo 時 「1：1）

↑
　 　 　 　 　 　 　 Yl［、一2．200m
変動 製造間接 費投人要 薫 1

価丗イ各PlsX 数 量qls

＝1．OOO ・550
＝550、eOO

　 　
’
　　　　　　 ＼

／ 。 助 iils　 r『　 ＼
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 x

lt　　　　
d・］

　　　　
ll

！　　　　 嚥 気音躙 尹　　　　　 ノ

＼、

糠 即

／
1
　 　　

丶一．＿一＿＿＿一＿一〆
変動製造間接 費投入要素 1

‘山芽各P1
ド

X 数 邑 q
’
1、

三即 　 4，4〔即
；44．000

　 図 4　モ デル 2 （標 準）

変

佃「格P ［．し x 数壁 ql
は

≡1、050 ’62fi
＝656、ユ50

　　　／

一一一 ．一一．．⊥

だ∵
＼

丶
III
　 　 　 　 L蒸気告「；門 ［　 　 　 　 　 ［

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ／

，’
丶

ド∴ ∴／
変動 製造 間接費 投 人 要 索 1

‘曲書芥P
’
1aXitit購 q

、a

司 1　 「．1∬
＝．56、10S

図 5 　モ デル 2 （実際）

、476m

　 モ デ ル 2 は ，図 4 お よび 図 5 に 示 され る よ うに 1 つ の 製造 部門， 1 つ の 補助部 門 か らな

る モ デ ル を仮定す る ．そ の 補助部門に投 人 され るあ る 変動原価要素に 着 目し， そ の 原価に

つ い て 差異分析 を試み る．モ デ ル 2 の 基本 式は
，

以 下の よ うに あ らわ され る ．

殊 ＝ P 、，
ε、、

λ  ・、λ，（QG＋ Qd。）

　　． ．10 ． 4
・
400 ．　 200 ． 2

・
200 ．　 1

・
100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
（1，

000 ＋ 100）
　 　 　 　 　 　 200　 　 　　 　　 　 　　 　 2

，
200　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 1

，
100　　（1，

000 ＋ 100）

　　＝ 44
，
000 円 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

　補助部 門の 活動量 に 対す る 投 入能率お よび 産出 能率を考慮 し差異分析 をお こ な うた め ，

図 6 の よ うに 6 軸が 必 要 とな る ，活動量 と して 6 つ の 軸 （補助 部門変 動製造 間接 費 要素変

動 費v ， 総 生産量 Q ， 製造部門 活動量 h ， 補 助部門 用役 製造 部門 消費量 y ， 補助 部 門活動

量 h ’

， 補助 部門変動製 造 間接 費要素投 入量 q 、 ） を とる． な お
，

モ デ ル 1 同様 ， 図 6 に 含ま

れ る 6 つ の グ ラ フ の 値 は すべ て 正 の 値 をと る た め
，

こ の よ うな各グ ラフ の 結合が可 能で あ

る ．

　以 下の 説明で は モ デ ル 2 の グ ラ フ を図 6 に 示 した よ うに 便宜 的 に 「1 象限」
〜 「VI象限」

と呼ぶ こ と とする ．
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＼
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　 　　　　 　　　　 　　　　 　　図 6　 モ デ ル 2 の 差異

　 図 3 の モ デ ル 1 の 1象限 と ， 図 6 の モ デ ル 2 の 1 象限 が 対応 して い る ．縦軸に 変動 製造

間接費 v
， 横軸 に 総生 産数量 Q 。 （＝ 良品生 産量 QG ＋ 不 良品生産 量 Qd ）か らな り 1 象限

の 上 方の 縦 軸上 の 点 と して Vs が 与 え られ る ． こ の 象限 の 点（Qs ，
　 Vs ）と原点 を結ぶ 直線 の

傾 きに よ っ て原 価標準 Pi、 が あ らわ さ れ てい る．

　 H 象 限は下 方 の 縦 軸 h は 皿 象限 と共通 で 製造 部門活動量 をあ らわ し， 右 の 横 軸の あ らわ

す総生 産量 Qo と合 わせ て ，点（Qo ，
　 hs）と原点 を結ぶ 直線 の 傾 きに よ り製造部門 の 産出能

率λをあ らわす．

　 皿象限は 下方 の 軸 h は H 象限 と共通 で 製造 部門活動量 をあ らわ し ， 左 の 横軸は 補助 部門

か ら製造 部 門へ の 用役提供 量 y を あ らわ して お り ， 原 点 と点（y ，
h）を む すぶ 直 線 の 傾 き

y／h は 製造部門 に お ける補助部門用 役投入能率 ε
’

をあ らわ して い る ．

　 1V象限 で は
， 左 の 横軸 は

， 補助 部門か ら製造部門 へ の 用役 提供量 y をあ らわ して お り，

上 方 の 縦軸に は補助部 門活動量 h ’

が しめ され
， 点（h ， y）と原点 を結ぶ 直線の 傾 きで 補助部

門用役の 産 出能率 λ
’

を表 して い る ．
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　 V 象限で は上 方の 軸 に補助 部 門活動量 h ’

が示 され ，右の 横 軸 は変動製造間接 費要素の 投

入量 q
’

を示す ．直線の 傾 きは iの 補助 部 門活動量 に対 す る補助部 門投入 能率 ε
’

をあ らわ す ．

点（q ， h ’

）と原点 を結ぶ 直線の 傾 きは 補助部 門投入能率 をあ らわす．

　 VI象限にお い て は右の 横軸は V 象限 と共通，下 の 縦軸は 1象限の 縦軸 と共通 の 変動製造

間接費要素の 原価 V をあ らわ し
， 点（q ，

’Vs）と原点を結ぶ 直線の 傾 きに よ っ て補助部門 に

投 入 され る 変動 製造 間接 費要素の 価 格 Pi。 が しめ され る ．

　 モ デ ル 2 で は補 助部 門に投 入 され た 変動 製造間接 費要素原価 に つ い て 差異分析 を行 うこ

と とす る．モ デ ル 1 に ， 補助 部 門活動量 に つ い て の 投 入能率 ε
’
と産 出 能率 λ

’

の 標 準値 と 実

際値の 差 か ら生 じる差異が加わ る，

  製造部門 仕損 じ差異

D ‘，、
＝ Pis ε 詠   ε

、
λ

、（QG ＋ Q ，。 ）− P 誌 ε

’

is λ
。

ε
、
λ

。 （QG ＋ Qd。 ）

　　・ …
駕lll・，驪

・ 1：li9／2°。 ・
、、ホ謬i。。、

・（・・5 − ・…

　　 ＝ 200 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　 図 6 の VI象 限 の   の 大 き さに あ ら わ され る の が 製 造部 門仕 損 じ差異 で あ る ．意義 は
，

Dillと同様で ある，

  製造部門作業速 度差 異

1）i22＝ Pis ε、。
　 Xs ε

， （λa
一λs ）（QG ＋ Q ，，

・ … 讐器・

、ll8・1：1器1、、，
。1ぎ磐。，、

一
、、，

。諤 。。、｝・・・
・・・… 5・

　　＝ 4
，
600円 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （8）

　VI象限の   の 大 き さ に あ ら わ され るの が 製造部 門作業速 度差異で ある ．意義 は
，
　 Di、2 と

同様で あ る ．

  製造部 門投入用役能率差異

1）i23＝ Pi。 ε
’

i。 λ （ε。

一
ε。）λ

。 （Qσ ＋ Qd。 ）

・ … 讐88・。181囓 一1帶 、、，
。諤警。5）

（・・
・・・… 5・

　　 ＝ 720 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（g）

　 1▽象限の   の 大 きさ にあ らわ され るの が 製造部 門投入 用役 能率差異 で ある． こ の 差異 は

皿象限で 表 され る 直接作 業時間
L
単位 時間当た りの 補助部門用役投入 要素投入 量 ε

’

（製造

部 門投入能率）が 標準値 と実際値が異 なる こ とに よ り生 じた差異 をあ らわ して い る ．

  補助部門産出用役能率差異

　 D
、24 ＝ Pi。

ε
’

、，（λレ λ ） ε
。
λ

。 （QG ＋ Qd。）
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・…
孔lll鶸 一

。1器陛：lll・，漏響、。5、
（・脚 … 5・

　　 ＝ 　860 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （10）

　VI象限の   の 大 きさに表 され るの が 補助部門産 出用役能率差異で あ る。 こ の 差異 は IV象

限 で 表 され る補助部門用役一単位 当た りに消 費され る補助 部門活動量 λ
’

（補助 部門産出能

率）が標準値 と実際値が 異なる こ と に よ り生 じた 差異 をあ らわ して い る 。

  補助部 門投 入要素消 費能率差異

Di25； Pi， （・ 。

一
・

’

i、）λ  ・
。
λ

。 （QG＋ Qd。 ）

… 噸 一讐器伝繋 1：鑑 （、諸 告。5，
・・・

・・・… 5・

　　 ＝ 1
，
170 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （11）

　 VI象限 の   の 大 きさに表 され る の が 補助部 門投 入 要素消費能率差異で ある． こ の 差異 は

V 象限で 表 され る 補助部 門活動量
一

単位時 間当 た りの 補助部 門変動製造 間接費投 入要素投

入量 ε （補助部 門投入能率）が 標準値 と実 際値 が 異 な る こ とに よ り生 じた差異 をあ らわ し

て い る ．

  補助部 門投入要素価格差異

Di25＝ （Pia　
− pi．）ε

’

i。　？L
’

a ε。λ。（QG ＋ Qd。）

・… 一… 騰 、鬻
・1：lll・

，、，
。よ諤警。5）（・・

・・・ ・ ・…

　　 ＝ 5
，
155 円 　　 　 　　 　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 （12）

　 V［象限 の   の 大 きさ に表され るの が 補助部門投人 要素価格差異で ある ． こ の 差異は VI象

限 で 表 され る補助部門 製造 間接 費投 入 要素の 価格の 標準値 と実際値が異 な る こ と に よ り生

じた差 異をあ らわ して い る．

6． m 製造部門 n 補助部門 モ デル （モ デ ル 3）の 場合

　m 製造部 門 n 補助部 門の 場 合 を仮定 し
， あ る 補助部 門に 投 入 された変動 製造 間接 費要素

と，あ る製造部 門の 総 生 産量 との 関係で 差異分析 を行 う．補助 部門相互 に 用役 を授 受 して

い な い 場合 を仮定す る．

Vis＝ Pi。 ε
’

、， λい ， ε、 λ。 （（〜G ＋ Qds）

　 ． ．10 ． 4
・
400 ． 200 ．5

，
500 ． 2

，
200 ． 1

・
100

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　 （1 ，
000 ＋ 100）

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 （1 ，
000 ＋ 100）　 　 　 　 　 200　　　　 　　　　 5

，
500　　　　 　　　　 　　　　 2

，
200　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 1

，
100

　 ＝ 44
，
000 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

　モ デ ル 3 で は
， 第 5 節に よ っ て 提案 され た差異 に 補助部門 か ら 製造部門へ の 用役提供比
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率が 変化 した こ とに よる差異 を加 え る．補助部 門は
， 製造部門お よ び他 の 補助 部 門に 用役

を提 供 してい る ため
，

そ の 提供 比 率が 標準 と実際 で 異 な る こ と に よ る差異
，

補 助部門 用 役

提供比率差 異 を明示 す る こ と とす る ． な お
，

こ の r はあ る 補助部 門か ら特 定の 製造部門 に

提供 され た用役の 量 を分 母 ， そ の 補助部 門 の 総 用 役提供量 を分子 とす る．

　 製吊

　↑
　 QLP 二Qr←Q 醜、
　 　 ＝ll川 炉十lcx／；凵 岡

↑
亥動製造間接買投 入 要累

　の　 Pl．xkE ‘Els

：1器潤
゜

／
。 出 ，三 ，1

＼

’
　 　 　 　 　 　 　 　 　 己＝I
I
　　　　　　　 ロヨシぶ ドコ

ト芝 竺∴
変 勘 亠塾屯 隈 桜゚ 買 投 人妛舶
尸
曲昏各P 　l × 塩曇q 　I、
2川 　　44 〔1〕

＝44川P冂

1＝ユ

・ ／ 一
・
・ ＼

、
　 　 　 　 　 　 d−1
　 　 　
　 　 ，　　　　　　 i，tfi1・LCSI！／，H　l

／

＼1ご ン
　 　 乾 拗 裂 蚓 ほ朕 君畳 八’擾」・

　 　 「h
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菩Pls × 欽 堕『

コs

　 　 ；7疋レ　 ：o〔，

　 　 ＝14u 佃 II

図 7　モ デル 3 （標準）
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　 　　 　　 　 200　　5
，
500　　2 ，

200　　1
，
100

　 　 ＝ 200 円

  製造部 門作 業速度差 異

Di32　＝ Pis ε ，
λ、　r 、

ε
， （λ。

一λ
、 ）（QG ＋ Qd。 ）

　 　　 　　 4
，
400　　　　200　　5

，
500

　 　 ＝ 10 ・

　モ デ ル 3 の 差異分析 を図 9 に 示 した ．皿 象限に 以 下の 差 異が示 され る ．

  製造部門仕損 じ差異

Di3
、

＝ Pi，
ε

’

i、
λ冨 ε

。
λ

。 （QG＋Q ，。 ）一　P ，s ε

’

tS λ
、
　r

。
ε

，
λ

、 （QG＋Qd，）

　　　　　 4
，
400 　　　200　　5

，
500　　2 ，

200 　　　　 1
，
100

　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　（105 − 100）　 　 ＝ 10 ・

　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 （1，
000 ＋ 100）

　 　 　　 　　 200 　　5
，
500　　2

，
200

　　　（1，000 ＋ 100）＝ 4 ，600円

  製造部 門投 入用役能率差異

D 、33
＝ Pis ε 、

λ  r
、 （・a

−
・
， 〉λa （Qc ＋ Qd。）

・1：ll別 1，220 1，100

（1 ，
000 ＋ 105）　　（1，

000 ＋ 100）｝

（13 ）

（15）

一 …
，。。 5，，。纒 器罷；1− 1：1器｝、諞  、。5、

（・，
・・・ … 5・

　 　 ＝ 720 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （16）

　  か ら  まで の 差異は ，モ デ ル 2 の   か ら  の 差異 と同 じ意義を もっ て い る ．図 6 の 皿

象限 にそ れ の 差異 の 大 きさが示 され て い る ．

  補助 部 門用役提供比 率差異

D ‘34
＝ P 、， ε 、 λ （ra − rs ） ε

。 λ。 （QG ＋ Q ， 。 ）

・ …
41
器・

。1器騾 一1：1器ll：lll・、、，
。讃害。5）

（・・
・・・… 5・

　　 ＝ 80 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（17）

　W 象限の   の 大 きさに 表 され るの が 補助部 門産 出用役能率差 異で ある ． こ の 差異 は
， あ

る 補助部門が提供す る 用役の うち ， あ る 製造部門に提供 され る用役の 数量が標準 と実際で

異 な る こ と に よ り生 じた差異 をあ らわ して い る ．

  補助部 門産 出 用役 能率差異

Di3s＝ Pi。 ε 。（艦 一x．一）r 。 ε。 λ。（Q ． ＋ Q ．。）

・ … 讐器辰1器一

翻 ｝1：lll・1：lll・、、謐 。，）
（・・

・・・… 5・

　　 ＝ 780 円 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （18）

  補助部 門投入 要素消費能率差 異

Di36＝ P 、。 （ε 。

一
ε ， ）r。 λ  ε。 λ。 （QG ＋ Q ，。 ）

34

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

補助 部 門で 相 互 に 用役授 受が 無い 場 合の 変動製 造 間接 費差 異分 析 に つ い て

． 1015 ・
1554

・
400

｝
229 　　6

，
200　　2

，
476 1

，
220

　　　　 　　 229　　　　200　　　6
，
200　　2

，
476　　　1，

220　　（1，
000 ＋ 105）

　　＝ 1
，
170 円

  補助部 門投入要素価格差異

Di37＝ （Pi。

− Pis）ら 篇 r。
ε

。 λ。 （Q θ＋ Qd。 ）

　　　　 　　　5
，
155　　　229　　　6 ，

200　　　2 ，
476 　　　　　1，

220
　 　 ＝ （11 − 10）

（1，
000 ＋ 105）

　　 　　　　 229　　 6
，
200　　2

，
476 　　　1 ，

220　　（1 ，
000 ＋ 105）

　 ＝ 5
，
155 円

  か ら  の 差異 は ，モ デ ル 2 の   か ら  まで の 同名の 差異 に対応 して い る．

（1，
000 ＋ 105）

（19）

（20）

7． お わ り に

　本稿で は
， 補助部門相互 の 用役授受 が無 い 場 合 を仮定 し

，
か つ

， 投入原価要素を 1 種類

で あ る と限定 して 分析 をすす め ，新 しい 差異分析 の 方法を提 案 した ．

　今後の 課題 として は，補助部門相互 間の 用 役の 授受 を仮定 した 上 で 精緻 な差 異分析法

を提案 す る た め に は
， あ る 補助 部 門用役 の 提 供量 が 他 の 補 助部 門の 提供量 に 与 える 影響

に つ い て 詳細 な分析方法を提案する こ とが あ げられ る ， よ っ て ， 用役の 流れ 通 りの 配賦

計算をお こ な う連立 方程式 法 に よ る 配賦 の 前提 とす る必 要が あ る ．

　また ，単
一

の 原価要素 に つ い て モ デ ル を作 成 した が ， 複数 の 原 価要素が 存在 しか つ ，代

替性 が存 在する場 合 につ い て
， 考慮 す る こ とが必 要 となるで あ ろ う．
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A  Variable  Overhead  Cost  Variance  Analysis                                          '

     when  Reciprocal  Services don't Exist

Masaaki  Imabayashi*

Abstract

 The  traditional method  of  a  variance  analysis  of  variable  overhead  costs  under

standard  costing  has simply  analyzed  the total variance  into an  efficiency  variance

and  a  budget varianee.  But  this method  implicitly assumes  a  linear function of  pro-
duction department  activity  and  of  service  department  activity.  Therefbre, a  budget
variance  may  include efficiency  variances  of  service  departments.

 The  purpose  of  this paper  is to propose  a  new  variance  analysis  model  under  mul-

tiple-activities which  are  quantities of  output,  quantities of  spoilage,  production
levels of  produetion  departments, quantities  of  service  department services,  pro-
duction levels of  service  department, quantities  of  service  department cost  ele-

ments,  and  prices  of  service  department  cost  elements.  This  paper  examines  these

items using  the following three models:

(1) on]y1-productiondepartmentmodel

(2) 1-production  department  and  1-service  department  mode]

(3) m-production  departments  and  n-service  departments  model

  The  proposed method  investigates the usefulness  of this model  by representing

the mathematical  formulation, and  provides the possibility to furnish useful  info-
mation  for cost  control.

Key  Words

Standard Costing, Variance Analysis, Service Departmental Charge, Multiple-
Based AIIocation, DirectDistribution Method
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